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石　田　勢津子
ICTによる教育の活性化
　国際社会でのインターネットの普及による IT（Information Technology）化
の流れの中で、「教育の情報化」が盛んに叫ばれ、全国の小・中学校はも 
とより、高等学校、さらには大学においても、情報機器の整備が進んでい
る。本稿は、教育における ICT（Information and Communication Technology：
情報通信技術）の活用について考察を行うことを目的としている。ここで
はまず、日本の教育における ICTに関する国家レベルの施策と文部科学省
の施策について概観し、その上で、効果的に ICTを学習指導に活用するた
めの方策を検討する。
1．教育の情報化に関する政策
（1）最先端のIT国家をめざした戦略
　2001年（平成13年）に、IT基本法（高度情報通信ネットワーク社会形成
基本法）が施行され、政府は、「すべての国民が、インターネットその他の
高度情報通信ネットワークを容易にかつ主体的に利用する機会を有し、そ
の利用の機会を通じて個々の能力を創造的かつ最大限に発揮することが可
能になる、もって情報通信技術の恵沢をあまねく享受できる社会」を実現
する方針を打ち出した。具体的には、5年以内に世界最先端の IT国家にな
ること目標とし、「e-Japan戦略」が策定され、さらに、その5年後には、世
界の IT革命を先導するフロントランナーとして国際貢献できる国家を目
指し、新たに「IT新改革戦略」が策定された。その際、学校教育の情報化
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については、①学校の IT環境の整備、② IT教育の充実等、③ IT指導力の
向上、④教育用コンテンツの充実、⑤ 教育用ポータルサイトの整備等、が
重点計画としてあげられ2010年度までの達成目標が明確化された。
（2）デジタル新時代に向けた新たな戦略
　しかしながら、十分な成果が得られず、2009年に「デジタル新時代に向
けた新たな戦略（3ヵ年緊急プラン）」、さらに、「i-Japan戦略2015」が策定
され、「デジタル技術が『空気』や『水』のように受け入れられ、経済社会
全体を包摂し、暮らしの豊かさや、人と人とのつながりを実感できる社会
を実現するとともに、デジタル技術・情報により経済社会全体を改革して
新しい活力を生み出し、個人・社会経済が活力を持って、新たな価値の創
造・革新に自発的に取り組める社会などを実現する」ことを目指した。教
育の情報化については、この中で「デジタル教育の推進とデジタル活用人
財の育成・活用」が重点プロジェクトとして位置づけられている。
2．文部科学省の基本方針と施策
　このような国家戦略にもとづいて、文部科学省においても、さまざまな
施策がとられ、「教育の情報化」として①情報教育、②教科指導における
ICT活用、③校務の情報化の確保、の3つをあげている。ここでは、1989年
（平成元年）に告示された学習指導要領以降の情報化を推し進めている、学
習指導要領での教育の情報化にかかわる主な改訂を記しておく。
（1）平成元年告示学習指導要領
　中学校技術・家庭科において、選択領域として「コンピュータの操作等
を通して、その役割と機能について理解させ、情報を適切に活用する基礎
的な能力を養う」ことを目標とした『情報基礎』が新設された。
（2）平成10年告示学習指導要領
　各教科や『総合的な学習の時間』においてコンピュータや情報通信ネッ
トワークの積極的な活用を図るとともに、中学校・高等学校段階におい 
て、情報に関する教科・内容を必修とすることとなった。具体的には、中
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学校技術・家庭科（技術分野）で『情報とコンピュータ』を必修とし、高
等学校で普通教科『情報』を、専門教科『情報』を新設した。さらに、『総
合的な学習の時間』が新設され、そこでの課題の一つとして「情報」が取
り上げられている。総則において「各教科の指導にあったては、生徒がコ
ンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を積極的に活用できる
ようにするための学習活動の充実に努めるとともに、視聴覚教材や教育機
器などの教材・教具の適切な活用を図ること」（中学校学習指導要領、第5
指導計画の作成等にあたって配慮すべき事項（9））と記され、平成元年の
学習指導要領では後半部分の教材・教具の活用についてのみ書かれていた
が、情報手段の活用について書き加えられている。
　この改訂に先立って、1997年（平成9年）には、情報教育の目標が明確
化され、①課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて、
必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処理・創造し、受け手の状況な
どを踏まえて発信・伝達できる能力（情報活用能力）、②情報活用の基礎と
なる情報手段の特性の理解と、情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を
評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解（情報の科学的な理解）、
③社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響
を理解し、情報モラルの必要性や情報に対する責任について考え、望まし
い情報社会の創造に参画しようとする態度（情報社会に参画する態度）の
3つの観点を示し、これらを相互にバランスよく身に付けさせることとし
ている。
（3）平成20年告示学習指導要領
　総則において、「各教科等の指導に当たっては、 生徒が情報モラルを身
に付け、 コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ
主体的、積極的に活用できるようにするための学習活動を充実するととも
に、これらの情報手段に加え視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適
切な活用を図ること」（中学校学習指導要領、第4指導計画の作成等にあ
たって配慮すべき事項（10））とあり、平成10年の記述に、前半の部分が
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書き加えられ、情報社会に参画する態度の育成について述べられている。
また、「小学校段階で身に付けた知識・技能を基に、技術・家庭科の技術分
野において、情報手段の構成・仕組みなどを理解させ、それらを基にした
情報モラル、情報技術の活用にかかわる能力・態度を身に付けさせるとと
もに、技術・家庭科だけではなく、国語科、社会科、数学科、理科、外国
語科等の各教科における資料の収集・処理、観察・実験といった学習活動
や言語活動、総合的な学習の時間などのそれぞれにおいて、コンピュータ 
や情報通信ネットワークを活用することが重要である」（学習指導要領解
説、総則編、p83）とし、情報教育と教科指導における ICTの活用が重視さ
れ、より詳細な記述がなされている。
（4）教科指導におけるICT活用
　教科指導における ICT活用については、2010年に発行された『教育の情
報化に関する手引』第3章において詳細に述べられている。教科指導にお
ける ICT の活用とは、以下の3つに分けられている。
①学習指導の準備と評価：教員が、よりよい授業を実現するために授業の
準備を進めたり、学習評価を充実させるために ICTを活用する。
②指導方法：教員が、授業のねらいを示したり、学習課題への興味・関心
を高めたり、学習内容をわかりやすく説明したりするために、指導方法の
一つとして ICTを活用する。映像や音声といった情報の提示である。
③学習活動：教科内容のより深い理解を促すために、児童生徒が、情報を
収集・選択したり、文章や図・表にまとめたり、表現したりする際に、あ
るいは、繰返し学習によって知識の定着や技能の習熟を図る際に、ICTを
活用することである。
　授業の中で ICTを効果的に活用し、指導方法の改善を図りながら、児童
生徒の教科の学習目標の達成と同時に、情報活用能力の育成につなげてい
くことが重要であるとしている。
　加えて、学習指導要領等からみた教科指導での ICT活用の重要性につい
て、次のように記されている。
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　「学習指導要領は『目標、指導内容』等についての基準を示すものとされ
ている。一方、目標や指導内容をどのように教えるかという指導方法は、
学校及び教師が工夫改善していくものであり、学習指導要領の総則におい
て配慮する事項として示されている。その中でも、教科指導における ICT
活用については、個別指導やグループ別指導、教師の協力的指導などの指
導方法や指導体制の工夫改善とともに、教育効果が期待できる指導方法と
して取り上げられている」（文部科学省、2010、『教育の情報化に関する手
引』第3章）。
　このことから、教科指導において ICTを活用することが、新たな指導方
法として位置づけられていることがわかる。しかし、ICTを活用しただけ
では、指導方法とはいえない。「目標、指導内容」を達成するための方法論
として体系立てられる必要がある。
　ICTの活用は、政府・文部科学省の施策として打ち出され、教育現場に
おいても、その対応が早急に求められている。環境整備は徐々になされて
いるが、ICTをどのように活用したらよいのか、何のために、どのように
活用したらよいのか、まだ十分に検討されているとは言い難い。
3．ICTを活用した教育の方法
　ここで、教育の方法としての ICTの活用についてみてみよう。ICTを授
業に活かす際には、指導方法あるいは授業の方法としての有効性、適切さ
に対する吟味がなされる必要がある。どのような目的・目標のための方法
か、また、その結果をどのように評価し、次に活かすのか、ICTを活用す
る方法について検討する。
（1）個別学習・指導法としてのICTの活用
　まず、ICTの活用が「指導方法」であれば、どのような目的や目標にお
いて用いるのか、明確でなければならない。個別学習、習熟度別学習にし
ても、こういった方法を用いること自体に意味がある。言うまでもなく、
個に応じた指導を行うことは、学習者の個性を活かした教育であり、基本
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的に配慮すべきものである。
　平成10年以降の学習指導要領では、「個に応じた指導」の充実を図るこ
ととされ、「個別指導やグループ別指導、学習内容の習熟の程度に応じた
指導」を行うことが奨励されている。この個別学習指導の典型的な方法
として、プログラム学習、CAI（コンピュータ支援教育：computer assisted 
instruction、computer aided instruction）、e-learning（e ラーニング）といっ
た、コンピュータを用いた学習方法がある。以下にコンピュータの発展に
伴う、個別学習指導方法の概略を示す。
①プログラム学習
　授業を受けている学習者には、さまざまな個人差がある。学習の速いも
のや遅いもの、すでに持っている知識の量や質にも差異がある。このよう
な学習者の能力や特性に応じるために、学習内容やその理解のための道筋
をあらかじめ分析し、体系化されたプログラムによって指導する方法であ
る。このプログラム学習はオペラント条件づけの原理を応用したものであ
る（Skinner、1960）。強化理論にもとづきティーチング・マシーンを使っ
て行動形成（Shaping）を行う。基本原理として、スモール・ステップの 
原理：目標行動までの道筋を学習者のオペラント行動が確実に生起できる
ように小さなステップに区切る、積極的反応の原理：顕型的反応を行わせ
る、即時フィードバックの原理：生起した反応に、直ちにその正誤につい
ての情報を与える、学習者ペースの原理：自分のペースでできる、などが
挙げられる。最も大きな利点は、学習者のペースで行うことができ、すぐ
にその正誤が学習者にフィードバックされることである。
②CAI（コンピュータ支援教育）
　1980年代になると、コンピュータが教育現場において用いられるように
なり、プログラム学習の原理をもとに、多人数を同時に教えながら、個人
の能力に応じた個別教育も行うことができるシステムが構築されるように
なってきた。もともとCAIは、自習用の教育プログラムとして出発したも
ので、あらかじめ問題と答えが用意されたシステムにおいて、答えた学習
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者の採点・判断から適切な指示を出し、さらに、学習者の理解度に合わせ
た出題問題を選択できるものである。しかし、プログラム（ソフト）の開
発のたびに、コンピュータへの入れ替えが必要であった。また、学習記録
の保存も十分に行うことができなかった。
③eラーニング（e-learning）
　1990年代になると、パソコンやコンピュータネットワークなど通信技術
の飛躍的な進歩と普及によって、教室の学習にとらわれない、「いつでも、
どこでも」学習ができる、eラーニングが取り入れられるようになってき
た。学習者の自学自習が無理なく進むように適切な進度が保て、学習者に
関する各種情報を記録することもできる場合が多い。eラーニングの教材
（コンテンツと呼ばれる）には、静止画や動画の映像、音声、文章などを
組み合わせたマルチメディア形態のものが多く、資料を提示する形をとっ
ている。さらに、DVDを用いた復習ができるほか、演習によるチェック
システムを構築することも可能である。また、学習した内容を逐次確認し
ていく「小テスト」、問題演習を行うことのできる「ドリル」、そのまとめ
としての「テスト」などもできる。これらは、学習管理システムと連携し
て学習者の学習履歴を残すことができるものが多く、これを活用すること
で、学習者が十分に習熟できていない部分を見つけたり、eラーニングを
集団で実施している際に学習集団に対する支援に役立てたりすることもで
きる。
　以上のように、現在ではeラーニングによる学習指導方法が個別学習に
使われることが多い。コンピュータがあれば、学習者にとって利便性が高
く、学習結果が即時にフィードバックされるばかりでなく、学習内容の保
存も行うことができ、反復練習（ドリル）などに効果的であるといわれて
いる。ただ、システムを構築したり、プログラムを作成するのには、かな
り専門知識が必要となってくるので、指導者は自ら作成するのではなく、
既製のソフトやコンテンツを使うことが多い。したがって、指導する側は、
学習者に適したソフトあるいはコンテンツを選択することが必要で、予め
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内容を熟知しておくことが求められる。
（2）遠隔授業を行うためのICTの活用（インターネットを介した授業形態）
　遠隔地の相手とインターネットを用いてコミュニケーションを行うこと
が目的の授業を指す。したがって、映像であっても、直接的な対面授業に
非常に近い授業を行うことができ、遠隔地でも授業を受けることができ
る。また、テレビ会議／討論といった、遠隔地の学習者同士のコミュニケー
ションによる授業を構成することもできる。
　このような方法は、教師と学習者、学習者同士、といった双方向のコミュ
ニケーションが可能であり、まさに ICTを活用することによって成り立つ
方法である。いわば、インターネットを介した授業形態といえる。
　また、DVDを用いたり、Webによるオンライン教育も、この中に含め
てもよいだろう。現在、本大学においても、昼夜を問わず世界中のどこか
らでも学習や研究をサポートすることができる、オンライン教育システム
（Moodle）を使った授業も行われている。
（3）ICTによる資料提示／資料収集
　次に、指導方法とは言えないが、授業の中で様々な目的で教材や資料・
情報等を提示したり、学習自身が資料収集をする際に、ICTを活用する場
合である。ICTを活用することには、次のような目的がある。
①授業を効率的に行う
　授業のねらいや重要なポイントを示す、解説・説明の際に図表や写真等
を提示する、といった時などに、パワーポイント（power point）、電子黒板
等を使って提示することで、板書やプリントなどの配布よりも授業を効率
よく行うことができる。DVD、インターネットによる動画映像、CDなど
の音声による提示もある。ただ、プロジェクタを使い、スクリーン等に映
写する場合には、提示場所が限られてしまい、連続提示には適するが同時
に提示することは難しい。
　また、このような ICTの活用には、授業資料の保存、移動の簡素化、繰
り返し利用が可能であるという利点がある。紙ベースの資料は量が多かっ
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たり、劣化することがあり、保存、移動や繰り返し利用が難しい場合も多
い。コンピュータがあれば、USB、CD、DVD、などのメモリー機器へ保存
することができ、持ち運びも容易にできる。
②資料収集を容易に行い、幅広く学習する
　学習活動において、資料を収集する手段として用いる場合、短時間で簡
単に資料を集めることが可能である。たとえば、紙ベースの辞書に比べ、
電子辞書であれば、一台で国語辞典、漢和辞典、英和辞典、和英辞典等、
多くの辞典を使うことができる。また、インターネットによって、百科事
典やさまざまな専門的な辞典等で調べることもできる。また、映像や動画
も資料として簡単に見ることができ、プロジェクト研究や発見学習等にお
いて、学習を効率よく進めることができる。
　ただ、資料収集は容易であるが、安易な使用は禁物である。学習の資料
にする場合は著作権法に触れることは稀であるが、資料を集めただけで終
わってしまうこともありうる。資料の吟味、さらにそれらの資料をもとに
問題解決を行うことが授業の目的である。得られた資料をどのように活か
すかが重要であることは言うまでもないであろう。
③学習者の動機づけを高め、理解を深める
　上述の ICTによる資料等の提示／収集は授業の効率化のみならず、学習
者の興味･関心を引くことによって、学習への動機づけにつながる。もと
もと、視聴覚教材は、視覚や聴覚に直接はたらきかけることで学習の効果
を高めようとするものである。教科書や文字だけではなく、実物を観察す
ることによって学習の幅が広がり、理解を深めることができる。ICTを活
用することによって、映像をもとに疑似的な体験的な学習をすることもで
きる。体験学習は動機づけを高め、記憶の保持にも効果的であるとされて
いる。
（4）学習の評価での活用
　学習結果や成績管理を行う際に、ICTを活用することができる。とくに、
学習過程における形成的評価やポートフォリオの作成に、ICTを活用する
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ことは効果的である。学習者個々人の学習の履歴を作成しておくことに
よって、指導する側だけでなく学習者自身もフードバック情報を容易に得
ることができる。また、試験問題のSP表（Subject／Problem）等の作成も
簡単にでき、誤答分析に役立てることができる。
4．ICT活用の効果
　上述のような ICTを活用した授業が、実際にどのような効果があるのか、
いくつかの研究を概観する。
　個別学習指導としての ICTの活用は、近年、大学の語学教育において用
いられることが多く、eラーニングを利用した大学の語学教育を対象にし
た研究では、一定の効果がみられている（野澤・清水、2011：太田、2012
など）。また、元木・下川 （2009）は、大学生の eラーニングによる語学
学習において、学習後に自己評価を行うことがより効果的であるとしてい
る。ICTを活用した授業として、eラーニングによる個別学習指導は、今後
ますます盛んに行われると予想される。とくに、「いつでも、どこでも」学
習が可能であることから、授業外の学習方法として有効であろう。ただ、
学習目標や学習の内容（コンテンツ）の適切性を充分に検討する必要があ
る。既製の教材（コンテンツ）を使用する場合は、日進月歩で開発がなさ
れており、より適切で効率のよいものを選択していくことが必要である。
　情報ネットワークを用いたTV会議システムとEメールを利用して、大
学の講義を高校生が受講するという遠隔授業を実施した研究（田中・中
西・奥村、2005）では、教室・人数の適切さなどの「基本的設備」が、生
徒の学習への関与の度合いを規定するという結果が得られている。この調
査は、普通科の『情報A』の授業を扱っているが、環境の整備によって、
学習への動機づけが左右されることを示している。
　教科指導における ICT活用による効果について、平成17年度及び18年
度に文部科学省の委託を受け、独立行政法人メディア教育開発センターが
実施した「教育の情報化の推進に資する研究（ICTを活用した指導の効果
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の調査）」の結果が示されている。この調査は、全国で実施された752件の
検証授業を分析評価したもので、ICTを活用して授業を行った教員の98.0%
が、「関心・意欲・態度」の観点において効果を認めていた。それ以外の観
点（知識・理解、思考・判断、表現・技能・処理）などについても、多く
の教員が効果を認めていた。また、児童生徒に対する調査によれば、学習
に対する積極性や意欲、学習の達成感などすべての項目について、ICTを
活用した授業の場合の方が、評価が高かった。さらに、児童生徒に対する
客観テストの結果によれば、各教科の得点や「知識・理解」や「技能・表
現」の観点で高い効果が得られた。これらの結果から、ICTを活用した授
業は、児童生徒に対して学力向上に高い効果があり、それを教員も認めて
いることが明らかであるとしている（独立行政法人メディア教育開発セン
ター、2007）。
5．ICTによる教育の活性化のために
（1）ICT活用の意味
　ここで、ICTとは、具体的にどのようなことを意味するのか、改めて考え
てみる。IT用語辞典によれば、ICTとは「情報（information）や通信（com-
munication）に関する技術の総称。日本では同様の言葉として IT（Information 
Technology：情報技術）の方が普及しているが、国際的には ICTの方が通
りがよい。」とある。したがって、ITと ICTはほぼ同義とみなすことができ
る。
　政府の「e-japan戦略」において、学校の情報化の一つとして「③ IT教
育の充実」が重点計画にあげられている。そこでは、「IT教育の充実を通
じ、コンピュータやインターネットを使うための技能を習得させることは
もちろん、子どもたちに論理的な思考力をはぐくみ、自己を表現する能力
や創造力を涵養するとともに、筋道を立てて考える能力や適切に表現する
能力、問題の解決や探求活動に主体的、創造的に取り組む態度を育成する。
あわせて、社会生活の中で ITが果たしている役割や及ぼしている影響を理
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解させ、情報化の進展に主体的に対応できる能力の育成を図る。」とされ
ており、具体的には、情報通信ネットワークを活用することにより、コン
ピュータ等に慣れ親しみ、自由に使いこなせるようにすることによって、
学習活動の一層の充実を図ることを目標としている。したがって、情報機
器処理能力（ICTの能力：情報機器の利用技術、情報リタラシーの獲得）の
育成と情報通信技術の授業への活用（ICTの活用）を合わせたものである
といえる。
　一方、先の文部科学省による『教育の情報化の手引』の記述には「ICT
活用」「ICTの活用」という言葉が多く使われ、「ICT教育」の記述はみられ
ない。また、指導者の ICT活用指導力として、文部科学省のチェックリス
ト（文部科学省、2007）には次の5点があげられている：①教材研究・指
導の準備・評価などに ICT を活用する能力、②授業中に ICT を活用して指
導する能力、③生徒の ICT 活用を指導する能力、④情報モラルなどを指導
する能力、⑤校務に ICT を活用する能力、である。このうち、③④は、情
報処機器処理能力（情報機器の利用技術、情報リタラシーの獲得：ICTの
能力）に関することであり、指導する側の ICT能力を前提とした、ICTの
活用の両方を含んでいる。
（2）ICT能力とICT活用
　上述の文部科学省のチェックリストによれば、教科指導における「ICT活
用」は、学習者の ICT能力の育成も含んでいる。しかし、その一方で、た
とえば、生徒の ICT活用や情報モラルの指導は「情報教育」として、すで
に行われているものである。生徒の ICT能力を高める指導を教員の ICT活
用能力に含めているとするならば、「情報教育」の役割と重なる部分が少な
からずでてくる。このことから、「情報教育」と ｢ICT活用｣ とを、切り離
して行うことは難しいと考えられる。
　各教科担当の教員が、情報教育の指導も授業の目的として行うことは、
授業科目の本来の目標の達成を考えると、効率がよくない。極端な場合、
各教科において ICTを使わなくては指導ができないわけでもない。教科指
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導の中だけで、ICT教育を奨励することには無理がある。各教科の指導と
ICT能力の育成を主目的とする情報教育との統合や連携で補完し合うこと
を考えるべきであろう。たとえば、情報教育と教科指導の統合や、ICTを活
用する授業として合科的な科目を用意し、情報教育の担当教員と教科担当
の教員とのチーム・ティーチングによって、教科指導の中で、生徒の ICT
活用能力を高めたり、具体的な形で情報モラルを指導することも必要であ
ろう。
　とはいえ、各教科担当教員の基礎的な情報処理能力を高める必要もあ
る。教員自身の情報機器処理能力が高ければ、生徒の ICT 活用や、とくに
情報モラルなどを指導することは十分に可能であろう。しかし、現在のと
ころ、コンピュータを利用した授業を行うことのできる教員は、さほど多
くはない。情報機器の利用技術を高めるための校内研修も盛んに行われて
いる。また、教員免許の取得のために『情報（情報機器の操作）』に関す
る科目を2単位取得することが必修となっている。だが、今後、教員免許
の取得の際に、ICT能力として、具体的にどのような能力を求めているの
か明確にすべきである。スマートホン（smartphone）やタブレット型コン
ピュータ（iPad等）を利用している世代が増えるにつれて、情報教育の目
的もかわってくると予想される。情報機器の操作という観点よりも、情報
モラル、情報リテラシーに関する教育が重要になってくるであろう。
（3）ICT活用の効果を高めるために
　今後、情報化社会の中で、教育の手段としての ICTの活用も、ますます
進むことは間違いない。ここで、留意すべきことを今一度考えてみる。
　先の文部科学省の『教科指導での ICT活用の重要性』において、目標を
達成するために指導者が ICTを効果的に活用することについて、「ICTその
ものが児童生徒の学力を向上させる」のではなく、「ICT活用が教員の指導
力に組み込まれることによって児童生徒の学力向上につながる」としてい
る。ICTの活用は、個別学習指導方法としてというより、情報提示／収集
の手段・道具として用いられることが多い。すなわち、ICTは、あくまで
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授業の道具であり、指導者がそれをうまく使いこなすことが前提となって
いる。
①個別学習指導に用いる場合の留意点
　eラーニングのように、個別学習指導の道具として用いる場合には、学
習の個性化を重視したものであり、プログラム学習のような指導法として
の位置づけができる。学習を効果的に行うためには、学習目標を明確にす
るための目標分析・課題分析、その目標に到る学習過程の分析や形成評価
の内容等、予め十分な検討を行った上で、コンテンツを作成することが求
められる。既成のコンテンツを使用するにしても、事前の検討が必要であ
ろう。また、このような授業は、個別学習指導の中のごく一部の授業であ
る。学習目標を達成するための補助的な学習（補習授業や復習など）に使
われることも多いであろう。とくに、義務教育においては、学習者の適性
に応じた教育においても、到達目標は同じである。教師が個々人の学習状
況をしっかり把握しておかなければならない。
②資料提示に用いる場合の留意点
　学習者の動機づけを高める効果については、先にも述べたが、ICTが最先
端の道具であることも大きな要因である。ただ、資料提示等に ICTを活用
することは、最先端の新奇な道具としての興味・関心を引いたとしても時
間の経過とともに、その効果は薄れて行く可能性もある。また、現在の機
器よりさらに優れた機能を持つ機器が出てくれば、資料の保存や繰り返し
利用することが困難になることも予想される。板書やプリント配布など、
従来のやり方と併用した方がよいことは、文部科学省も指摘している。
③資料収集に用いる場合の留意点
　学習者の資料収集については、とくに注意が必要である。得られた資料
をどのように利用するかが不明確だと、資料を集めただけに終わってしま
い、それで満足してしまう場合が往々にしてある。また、資料収集時に、
問題解決のためにどの情報が重要なのか、それを判断できる力を養うこと
が求められる。このことは、情報リテラシーの育成に繋がるものである。
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（4）ICT活用による情報リテラシーの育成
　今後、次世代携帯（スマートホン）やタブレット型コンピュータの普及
で、日常的な ICTの使用者は低年齢化して行くことが予想される。それに
つれて、情報モラル教育、さらには、情報リテラシーの育成が重要になっ
てくると考えられる。文部科学省においても、『教育の情報化に関する手
引』2007版で「情報モラル指導モデルカリキュラム」を作成し、モラルの
指導に重点を置いている。
　一方、情報リテラシーとは、情報 （information）と読み書き能力 （literacy） 
を合わせた言葉で、情報を扱う基本的な能力だけではなく、大量の情報の
中から必要なものを収集し、分析・活用するための知識や技能をさす。上
述したような資料収集時に、あふれる情報の中で、適切な選択・判断がで
きる力こそ、すべての教科に共通する問題解決能力である。このような能
力は、認知心理学でよく使われる「メタ認知」と呼ばれるもので、「情報メ
タ認知」ということができる。
　ICTを活用する場は、メタ認知能力を育成する絶好の機会である。教育
の情報化に伴い、ますます必要となってくる情報メタ認知の教育を教科指
導の中で行うことによって、思考力を高め、「生きる力」を養うことに繋が
ると考えられる。教科指導の中で ICTを活用するのであれば、単に資料提
示や収集の道具としてだけではなく、メタ認知能力の育成の場とすること
によって、より効果的に活用できるであろう。ICT、とくにインターネッ
トを活用することによって、短時間で多くの情報を手に入れることが可能
である。それらの情報に流されず、資料の選別ができる力を養うためにも、
ICTを活用することが望まれる。
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